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研究者として成長できる 教育 ・ 労働条件を実現しよう

団体交渉報告その⑧

（１）　第１６５号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　週刊あのつ　　　　　　　　　　　　　２０１７年　５月　２日（火）

今
年
は
退
職
給
付
金
見
直
し
の
年
!?

「
大
幅
に
下
げ
な
い
」
っ
て
ど
う
い
う
意
味
？

　
全
大
教
・
国
公
労
連
の
人
事

院
と
の
交
渉
で
、退
職
給
付
（
退

職
一
時
金
及
び
企
業
年
金
）
の

調
査
を
実
施
す
る
と
の
方
向
性

が
明
る
み
に
出
ま
し
た
。

　
こ
の
調
査
は
昨
年
11
月
末
に

調
査
期
間
が
終
了
し
、
現
在
、

調
査
の
集
計
の
整
理
・
分
析
を

行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
。
４
月
17

日
の
週
を
目
途
に
内
閣
総
理
大

臣
、
財
務
大
臣
に
調
査
結
果
と

見
解
を
示
せ
る
よ
う
作
業
を
急

い
で
い
る
と
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

　
退
職
給
付
の
官
民
比
較
に
当

た
っ
て
は
、
退
職
事
由
別
、
勤

続
年
数
別
に
退
職
給
付
額
を

対
比
さ
せ
、
国
家
公
務
員
ウ
エ

イ
ト
で
ラ
ス
パ
イ
レ
ス
比
較
を

行
っ
て
い
る
と
の
こ
と
で
す
。

　「
比
較
の
結
果
に
つ
い
て
は
、

鋭
意
集
計
中
で
あ
り
、
ま
だ
申

し
上
げ
ら
れ
る
状
況
に
は
な
い

が
、
公
務
が
上
回
る
と
し
て
も
、

前
回
の
よ
う
な
大
幅
な
差
に

は
な
ら
な
い
も
の
と
見
込
ま
れ

る
」
と
い
う
の
が
、
人
事
院
の

回
答
で
す
。

　
２
０
１
０
年
代
に
入
っ
て
以

来
、
毎
年
の
よ
う
に
何
ら
か
の

賃
下
げ
が
続
い
て
い
ま
す
「
前

回
の
よ
う
な
大
幅
な
差
に
は
な

ら
な
い
」
と
い
っ
て
も
、
ト
ー

タ
ル
で
は
巨
額
の
不
利
益
変
更

で
す
。

　
全
国
的
な
連
帯
で
、
適
切
な

運
動
構
築
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

矢
崎
　
Ｐ
Ｃ
Ｂ
廃
棄
物
に
つ
い

て
は
、
高
濃
度
の
Ｐ
Ｃ
Ｂ
廃
棄

物
に
つ
い
て
、
２
０
１
７
年
度

に
予
算
措
置
の
内
示
が
あ
っ
た

の
で
、
２
０
１
７
年
度
中
に
処

分
を
行
う
た
め
に
、
処
理
業
者

と
打
ち
合
わ
せ
を
す
す
め
て
い

る
。
低
濃
度
の
Ｐ
Ｃ
Ｂ
廃
棄
物

に
つ
い
て
は
、
２
０
１
７
年
度

中
に
処
分
す
る
方
向
で
、
施

設
部
の
方
で
検
討
を
進
め
て
い

る
。
雨
漏
り
が
発
生
し
て
も
Ｐ

Ｃ
Ｂ
廃
棄
物
に
か
か
ら
な
い
よ

う
に
、
特
別
産
業
廃
棄
物
保
管

基
準
に
基
づ
い
て
高
濃
度
Ｐ
Ｃ

Ｂ
廃
棄
物
は
、
ド
ラ
ム
缶
の
よ

う
な
密
閉
容
器
で
収
納
し
た
う

え
で
、
ド
ラ
ム
缶
の
転
倒
防
止

策
を
行
っ
て
い
る
。
低
濃
度
の

Ｐ
Ｃ
Ｂ
廃
棄
物
に
つ
い
て
は
、

変
圧
器
に
封
入
さ
れ
て
い
る
絶

縁
用
で
あ
る
た
め
に
、
変
圧
器

か
ら
取
り
出
さ
ず
に
変
圧
器
に

封
印
し
た
ま
ま
で
保
管
し
、
１

年
間
の
保
管
の
状
況
の
点
検
を

行
っ
て
い
る
。

伊
藤
　
２
０
１
７
年
度
中
に
全

部
処
理
さ
れ
る
の
か
？
　
高
濃

度
の
も
の
は
優
先
的
に
？

矢
崎
　
そ
う
で
す
。
高
濃
度

の
も
の
は
間
違
い
な
く
。
国

の
方
か
ら
指
摘
も
来
る
の
で
、

２
０
１
７
年
度
に
全
部
や
る
。

伊
藤
　
低
濃
度
の
方
は
予
算
に

応
じ
て
？

矢
崎
　
そ
の
と
お
り
。
努
力
し

て
で
き
る
だ
け
漏
れ
な
い
よ
う

な
感
じ
で
対
策
は
打
ち
た
い
。

伊
藤
　
国
か
ら
Ｐ
Ｃ
Ｂ
処
理
に

つ
い
て
補
助
金
は
？

矢
崎
　
出
な
い
。
補
助
金
が
あ

れ
ば
出
し
て
も
ら
い
た
い
が
。

田
中
　

高

濃

度
の
も
の
は

２
０
１
７
年
度
に
現
存
す
る
高

濃
度
の
も
の
は
す
べ
て
処
分
で

き
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
が
、

今
後
Ｐ
Ｃ
Ｂ
は
出
な
い
の
か
？

矢
崎
　
出
て
き
た
順
に
処
理
し

て
い
く
し
か
な
い
。
人
体
に
作

用
す
る
の
物
質
な
の
で
、
そ
こ

は
最
優
先
で
処
理
を
し
て
い
く

と
い
う
こ
と
に
な
る
。

2017年度処理で予算
高濃度のものは

低
濃
度
は
２
０
１
７
年
度
に
処
理



非正規教職員の無期転換権を適正に保障させよう
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＜共同声明＞

徳島県内の大学・高等専門学校での軍事研究に反対する

　来年度の予算として防衛省の「安全保障技術研究推進制度」に満額

の１１０億円が決まった。２０１５年度の３億円、２０１６年度の６億円

からの大幅な増額である。これについて幾つかの問題点を指摘し、徳

島県内の大学・高等専門学校における軍事研究に反対することを表明

する。

　まず、軍学共同を考えている研究者は、研究費の不足を安全保障技

術研究推進制度により解消しても、それは研究者としての人生を狂わ

せるものであることを知るべきである。防衛省は、原則公開やデュアル

ユースなどのソフトな語り口で軍事研究に誘いかけている。だが、行き

着く先は独善的な御用学者に堕することである。研究結果の発表には

防衛装備庁の同意なり承認を得ることが必須であり、それは秘密研究・

特定秘密に結びついていく危険性が高い。その結果、研究成果を研究

者仲間に知られないまま学会からは消えてゆく運命にある。また、採用

されるような応募書類を書くことになり、防衛省に媚びる軍事技術にの

めり込む思考回路にはまりこむ可能性も否定できない。心身ともに軍事

研究に染まっていくのである。

　採択が決まった大学教員は、その研究に学生や院生を巻き込んでい

くことは必至であろう。これによって軍学共同を当然とする若手研究者

が出現するようになり、大学は内部から蝕まれていく。

　日本学術会議において「安全保障と学術に関する検討委員会」を立

ち上げた大西隆会長は、私見としながらも、かつての決議を出した時

期から条件が変わり、個別的自衛権のための基礎研究は是認されると

繰り返し発言している。この言葉ほど空疎な言葉はない。学術の世界

には「誰のための、何のための学問研究か」と守るべき学術の原点が

あり、それは世間や社会の条件変化とは無関係である。

　さらに政府は、集団的自衛権の行使容認を閣議決定し、立憲主義を

踏みにじって安全保障関連法を成立させた。もはや防衛省の軍事研究

は個別的自衛権の枠内に収まらない。ポーランドに侵攻したナチス・ド

イツや、中国大陸において展開した日中戦争すら、軍事政府は「防衛

戦争」といったように、侵略戦争すらも「自衛・防衛」の名で開始され

たことを思い出せば、軍学共同の危険性や問題点がいっそう明らかにな

る。加えて２０１６年４月１日に閣議決定された政府答弁書では、「憲法

は核兵器の保有及び使用を禁止しているわけではない」という驚くべ

き内容を含んでいる。このまま行けば核兵器開発の研究すら「自衛の

名において」行いかねない。

　私たちは今後、徳島県内の大学・高等専門学校において軍事研究に

反対することを表明する。それは防衛省の「安全保障技術研究推進制

度」に応募しないことをそれぞれの大学が決定するだけにとどまらず、

大学として「平和宣言・平和憲章」などにより決意表明を行うことを要

望する。

２０１７年３月１４日

軍
事
的
研
究
「
承
認
し
な
い
」

徳
島
大
が
学
内
で
通
知 「
共
同
声
明
」
が
力
に

　
徳
島
大
学
は
こ
の
ほ
ど
教
授

ら
に
対
し
、
防
衛
省
が
研
究
資

金
を
提
供
す
る
研
究
委
託
制

度
へ
の
「
申
請
は
行
わ
な
い
よ

う
」
通
知
し
ま
し
た
。

　
日
本
学
術
会
議
の
「
声
明
」

は
、
防
衛
装
備
庁
の
安
全
保
障

技
術
研
究
推
進
制
度
を
「
政

府
に
よ
る
研
究
へ
の
介
入
が
著

し
く
、
問
題
が
多
い
」
と
指
摘

し
て
い
ま
す
。
通
知
は
、
軍
事

的
安
全
保
障
研
究
と
み
な
さ

れ
る
可
能
性
が
あ
る
研
究
に
つ

い
て
、
本
年
度
は
「
機
関
承
認

は
行
わ
な
い
」
と
し
て
、
申
請

し
な
い
よ
う
求
め
て
い
ま
す
。

　
軍
事
研
究
を
め
ぐ
っ
て
は
、

日
本
科
学
者
会
議
徳
島
支
部

が
呼
び
か
け
た
「
徳
島
県
内
の

大
学
・
高
等
専
門
学
校
で
の
軍

事
研
究
に
反
対
す
る
共
同
声

明
」
に
34
団
体
１
７
３
人
の
賛

同
が
寄
せ
ら
れ
る
な
ど
、
反
対

世
論
が
広
が
っ
て
い
ま
し
た
。

下
表
は
中
日
新
聞
４
月
21
日

よ
り
転
載
。
豊
橋
技
科
大
は

「
認
め
る
」､

南
山
大
は
「「
厳

格
な
審
査
で
可
否
決
定
」。


